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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の科学技術分野における女性活躍および男女共同参画が国際的にみて
依然として低調である現状を鑑み、海外の女性研究者の実態や政策的動向との比較を通して、日本の状況の改善
に資する政策や仕組みを検討した。
日本および米国・中国・EUに関する文献や公的統計の分析の他、日本・米国・中国では半構造化インタビュー
を、EUについては統計の整備状況の把握を行った。さらにドイツの大学におけるダイバーシティ推進の実施担当
者を招聘してワークショップを開催した。
これらの検討から、女性研究者の実態を把握する為のジェンダー統計の必要性、国内の（主に）女性のネットワ
ーク、国際的組織との連携の重要性が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：From an international viewpoint, female Japanese researchers in STEM fields 
and gender equality are still not active enough. Therefore, in this research, we examined the 
policies and systems that contribute to the improvement of the situation in Japan through comparison
 with the actual situation and policy trends of female researchers overseas. 
We made an analysis of related literature and public statistics in Japan, the US, China and the EU, 
semi-structured interviews with pioneers in those countries except the EU, and elucidated the 
European Commission's statistical achievements in detail. Additionally, we invited a researcher who 
implements gender equality and diversity in a German university and held a workshop with her in the 
annual meeting of JSSTS in 2018. 
These three-year projects by KAKENHI brought us the important understanding that gathering gender 
statistics, setting up women's networks inland, and collaborations with international organizations 
are indispensable. 

研究分野： ジェンダー研究

キーワード： 女性研究者　女性研究者支援政策　ジェンダー統計　国際比較　米国　中国　EU　半構造化インタビュ
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
科学技術分野における女性研究者の低参画状況は多くの国でみられるが、日本の状況はきわめて低調である。そ
こで、女性研究者を増やす政策に取り組んできた諸外国を対象として、文献調査、量的調査、質的調査、資料調
査を実施した。
米国、中国、EUの政策的取組みを分析した結果、１．ジェンダー統計の整備、２．国際的組織との連動、３．国
内ネットワークの形成、の３点が、女性研究者の増加をもたらす鍵となることがうかがわれた。日本において
も、これらに取り組むことが重要であるとの示唆を得た。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
研究を開始した 2016 年度において、研究者に占める女性割合が低い傾向は社会体制が類似す
る多くの先進諸国で共通していたが、その程度は国によって大きな差があり、英国(37.7%)や米
国(33.6%)の女性割合は 30%を超えているのに対し、東アジアのそれは低く、韓国は 17.3%(以
上、OECD Main Science and Technology Indicators)、日本は 15.3% (科学技術研究調査、
2016)であった。このように、現在の女性研究者割合には大きな差がみられるが、英国や米国
も 30 年以上かけて現在の割合まで増加してきた。 
 
英米における女性研究者増加の背景として、女性研究者の低参画を「問題」とする意識にもと
づくジェンダー研究が 1980 年代から蓄積されてきたことや、女性研究者を増やす科学技術政
策がとられてきたことを挙げることができる。科学とジェンダー研究は、教育とジェンダー研
究やフェミニスト科学などのアプローチによる夥しい数の研究がある。これらの研究成果は各
国の女性研究者増加政策に活かされ、同時に、政策が調査研究を促進しながら、女性研究者の
実態把握と政策が進んできたと考えられる。 
 
こうした研究と政策の往還を進める鍵となったのがジェンダー統計で、米国では 1980 年に制
定された“Science and Engineering Equal Opportunity Act”以降隔年で、また、欧州委員会
では 2003 年から 3 年ごとに女性研究者の実態を統計的に把握して公表する（She Figures）こ
とを義務付けている。韓国は、欧米に倣う女性研究者増加政策を実施しているが、日本では、
ジェンダー研究も科学技術政策も、大幅な後れをとっている。そもそも、研究と政策をつなぐ
ジェンダー統計が不十分であることは、我々の共同研究が明らかにしてきた(小川他、2015)。 
 
以上から、日本の女性研究者を増やすための政策には、諸外国の先行事例を詳細に分析するこ
とが重要と考えられた。 
 
 
２．研究の目的 
 
日本の科学技術分野における女性活躍や男女共同参画が政策的にも進められてきたにもかかわ
らず、国際的にみると依然として低調である。科学技術分野における人材ダイバーシティーが
イノベーションを牽引すると認識される中、女性が過小代表となっている状況は解決すべき課
題である。本プロジェクトでは、先行している欧米等の女性研究者の実態および政策的動向を
詳細に調べ比較検討することにより、日本の女性研究者の実態を国際的に位置づけ、女性割合
が低い背景を探ることを目的とした。これにより、課題解決の一助となることをめざした。 
 
 
３．研究の方法 
 
国際比較のための具体的対象は、米国・中国・EU とした。欧米は女性研究者数の実態や女性
研究者支援政策が先行している例として、また中国は同じ東アジア圏にありながら日本より女
性研究者の参画が進んでいる例として着目した。これらの国々の実態と対照することで、日本
における問題解決の方策を検討する。主な研究方法は、文献調査、質的調査、量的調査、およ
び資料調査である。文献調査は英語、中国語で書かれた論文等の分析、質的調査としては女性
研究者の実態やその支援政策に詳しい方々への半構造化インタビュー調査、量的調査としては
公的統計の整備状況と内容の分析、資料調査としては該当プログラムや年次報告などの他、米
国のオーラルヒストリーのマニュスクリプトも検討した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)文献調査 
米国において、1980 年代から女性研究者を増加させるための政策の理論的基盤となってきた
「パイプライン理論」について文献調査を行った。「パイプライン理論」とは、女子の科学技術
への関心を高めて理工系分野に進学させれば、おのずと女性科学者が増加するだろうという考
え方である。本調査ではシステマティックレビューの手法を用い、4 つのアクセスフリーなデ
ータベースを対象に「パイプライン理論」に関する記事を検索し、まずは全体的な傾向を把握
した。「パイプライン理論」に対しては 1990 年代から批判があるものの、「パイプライン」と
いう術語を使用する論文・記事は増加し続けており、かつ、政策の理論的基盤であり続けてい
ることが明らかになった。また、2006 年から 2015 年の期間で、特に同理論を中心的に取り上
げている 8本の論文のレビューを行った。米国において、「パイプライン理論」に基づいた女性
研究者増加政策は、女性の学部生や博士号取得者を増加させた。しかし、多くの分野で女性は



アカデミアの就職に苦労し、採用後もジェンダー格差があり、女性研究者の過少代表性は期待
ほど解消されていない。単に女性の数を増やそうとするのではなく、男性優位の組織文化を変
革させる必要があるという議論の重要性が改めて確認された。 
 
(2)質的調査 
日本、米国、中国において、女性研究者の実態やその支援政策の策定、支援プログラムの実施
に詳しいインフォーマントに対する半構造化インタビューを実施した。それぞれの国のインフ
ォーマントは、政府系機関、学術組織、NPO に所属する者等であった。インタビューを通し
て、各国の女性研究者の分野別の実態や上位職の状況、また、実施されている両立支援や研究
助成のあり方、およびその政策変化について捉えることができた。ただし、パイプラインモデ
ルの受容の程度は国によって、また、政策によって、異なることがうかがわれた。 
 
さらに質的調査から、①国際的組織との連動、②国内でのネットワーク、③ジェンダー統計の
整備、が非常に重要であることがわかった。例えば、①応用物理学会のような国際的組織が女
性を増やす取組みを始めると、その傘下にある国内学会が連動するという傾向がみられた。ま
た、②理工系分野の各分野を超えた連携、また女性だけでなく男性の巻き込みや、ジェンダー
研究などの社会科学系研究者の関与が、政策を動かす実質的な推進力となっていた。さらに、
③科学技術分野の女性研究者の実態を捉えることのできるジェンダー統計が、法律や政策によ
って確実に整備されていることは必須と思われた。 
 
(3)量的調査 
(2)③でも述べたように公的機関がジェンダー統計を収集・公表することは、女性研究者の実態
を把握しその支援政策を検討するにあたって欠かせない。前述したように米国では 1980 年代
から科学技術人材の統計が整備されているが、女性だけでなくマイノリティの参画状況も公表
される為、属性ごとに時系列変化を捉えることができるなど、政策の評価や立案に活用しやす
い方法で収集されてきた。 
 
また、EU では 2003 年以降、加盟国全体における STEM 分野の女性の実態を取りまとめた冊
子 She Figures を 3 年ごとに刊行している。She Figures においては、教育制度や研究者育成
のしくみ・慣行が異なる EU 諸国のデータを同じ指標で捉えて比較することにより、課題の相
違点が明確化される利点がある。高等教育改革（国を超えた単位互換制度など）や留学生や移
民政策とも関わって、その焦点は 3 年ごとに少しずつシフトしてきているが、2015 年からは
冊子の章立て構成内容も大幅に変更され増大し、充実した報告書になっている。2015 年版 She 
Figures では、2003 年版～2012 年版と過去 4 版踏襲されてきた目次構成の大幅に見直しが行
われた。それまで女性学生・女性研究者の分析は、主として分野別、職位別が大きな部分を占
めていたが、2015 年版からは、従来の統計指標に加えて、高等研究部門の研究者の雇用の形態
や雇用契約の状態にまで踏み込み、さらに博士課程在籍中の学生とポスドクの研究のための移
動の比較などが新たに取りまとめられた。さらに男女間の賃金格差について、全経済分野と
STEM 分野の比較が加わる等、統計に基づく確かな政策立案への強い意欲が感じられた。 
 
さらに、中国においても、中国科学技術協会が刊行する「全国科技工作者状況調査報告」、「中
国科技人力資源発展研究報告」等において、近年ジェンダー統計や解説が公表、掲載されるよ
うになったことがわかった。これらにより、一歩踏み込んで中国の科学技術分野の女性の参画
実態を把握できるようになったことから、今後の同国の政策展開にどう反映されるのか、引き
続き注視する必要性が確認された。 
 
以上みたように、女性研究者等の実態を把握するジェンダー統計は、科学技術政策の立案の基
礎として重要であり、日本の統計の改善が喫緊の課題であることが改めて明らかになった。 
 
(4)資料調査 
(1)や(3)における必要性や(2)の準備のため、多くの公文書を資料として分析した。その中で、
新たな政策動向も見い出せた。例えば、米国における科学技術分野の女性を増やすための主要
な視点が、これまでの「パイプライン」モデルから、「パスウェイ」モデルへとシフトしつつあ
ることが資料から読み取れた。これは、本研究開始時には想定していなかったが、資料調査を
進めていたことで、(2)における妥当な質問項目を設定できた。 
 
また、米国の科学史研究所（2018 年 2 月化学遺産財団から名称変更）所蔵口述史（オーラル
ヒストリー）資料も分析した。同資料は「科学分野におけるキャリアと仕事と生活の調和に関
わる課題」も扱うとされており、関連検索用語のヒット数は、Oral history 521、Women 
scientists 9、Women in science 62、Women in chemistry 35、Gender 5 であった。また、口
述史の要旨の分析により、近年、女性会長が続いている American Chemical Society の女性会
長経験者らが、そのキャリアの中で女性研究者等の参画に資する積極的な活動を行ってきたこ
とが明らかになった。例えば、Donna J. Nelson（1950-）はアンケート調査の実施により化学



や諸科学における女性やマイノリティを巡る問題を研究し、Joullié, Madeleine M.はアファー
マティブ・アクションに関与し、Aldridge, Allison A.はマイノリティ問題委員の会長を担った。
また、Mary L. Good（1931-、1987年会長）は、カーター大統領とブッシュ大領領の下でNational 
Science Board に、1991 年ブッシュ政権下において大統領科学技術諮問委員会に任命されるな
ど、米国の科学技術政策に関する重要ポストを経験していたことが判明した。すなわち、彼女
たちは優秀な化学者であるだけでなく、同時代の、そして次世代の女性研究者が活躍しやすい
環境を整えることにも尽力したのである。このように、口述史資料の分析によって、対面式の
インタビュー調査では把握しづらい女性研究者の実態とその政策の諸側面が明らかになった。 
 
以上の研究成果は、研究会全体で Gender Summit 10 (2017、Tokyo)などの国際会議で発表し
たり、科学技術社会論学会でオーガナイズドセッションを企画、発表（2016、2017、2018）
したりしたほか、個々が担当した調査結果についてはそれぞれの専門分野の学会等で報告した。
また、本研究成果に基づく論稿についても、研究会全体として、また個人として学術誌等に投
稿し、掲載されている。さらに、上記の各調査結果を本研究会以外の研究者と共有する目的と、
欧州の大学の実践例から学ぶことを目的とし、最終年度にはドイツの大学のダイバーシティ推
進担当者を招聘してワークショップを開催し、成功をおさめた。 
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